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「愛媛県のインバウンド観光について」 

 

 地方創生が叫ばれるなかで、地方は現在、３つの環境変化にさらさせている。それは、①人口構造の

変化（生産労働人口の減少）②国内競争③海外との競争。 

 その地方の活性化のエンジンとして、これまで取り組まれてきた企業誘致にも限界が出てきている。

もう一つのエンジンである公共投資にも、大きな期待はできない。 

 

 そうしたなかで注目されているのが、インバウンド観光である。２０１７年の訪日外国人は２８６０

万人。その消費額は４兆４０００億円にも達している。 

 そのうちの４割が中国人だった。さらに韓国などアジア市場全体では、全体の７割に達している。こ

のため、アジアの国々からのインバウンド観光への取り組みは非常に重要であることは、言うまでもな

いこと。しかし、企業経営にしても、一つに頼っているとリスクが高い。 

 

 そこで今回、注目してほしいのが欧米市場である。 

 ただ、日本の観光地の認知度調査では、ゴールデン・ルートの都市（東京、名古屋、京都、大阪）が

５～６割を占めている。松山、道後、しまなみ海道は、10％未満となっている。愛媛県の観光地の認知

度が低い。 

 

 では、愛媛県のインバウンド観光は、どう取り組めばよいのか。 

 それは、訪米市場の人達に対し、①知名度の高い広島との連携②固有の地域資源の活用③国の施策の

活用、ではないだろうか。 

 

 先程の調査のなかでは、地方に旅行したいと考えている欧米の外国人は、90％にも達している。地方

の取り組み次第では、愛媛県に外国人観光客が流れてくるほどの大きく構造が変わってくる可能性があ

る。 

 

 

 

 


